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あらまし 企業のイノベーション戦略としてサービス化やオープン化手法が注目されているが、これらの

有効性が定量的に議論されていない。本研究では、信頼性の高い情報であるプレスリリースのキーワード

分析から企業の戦略を定量的に分類し、企業業績やブランド評価との関係から戦略の効果を分析した。結

果、企業の業績という短期的成果の達成とブランド評価という長期的成果の達成に有効な戦略行動は異な

り、また、産業間でも戦略の効果が異なる事などが明らかになった。このように情報技術の経営分野への

適用として、業務プロセス効率化だけでなく、より高度な経営戦略の立案支援への見通しを得た。 

キーワード サービス・イノベーション、オープン・イノベーション、プレスリリース、キーワード検索、

企業行動、業績成長、ブランド成長 

 

1.緒言 
私たちの社会は、数々のイノベーション[1]によって新しい

価値が創出され発展を遂げてきた。工業化社会においては、

新しい技術・機能の開発や生産プロセスの効率化を中心に新

しい価値が生み出され、企業がそうしたイノベーションを実

現するための手法について研究がなされてきた[2]。近年では、

経済のサービス化や知識社会の広がりに伴い、イノベーショ

ンの新しいあり方として、モノではなく顧客へのサービスか

ら価値を創出するサービス・イノベーション[3]や、自社資源

と外部資源のコラボレーションから新たな価値を生むオープ

ン・イノベーション[4]が注目されている。 

しかし、企業のサービス化やオープン化によるイノベーシ

ョン実現については、確たる方法論が確立されていない。そ

の原因の一つとして、サービス化・オープン化といった企業

の戦略についての客観的情報に基づいた評価や議論の不足が

考えられる。戦略評価においては、特定の行動や業績結果に

ついての情報に引っ張られ、企業の行動を網羅的に把握した

情報を基に個々の戦略についての議論が行われていない事が

挙げられている[5][6]。このような現状を踏まえると、企業の 

サービス・オープン戦略という高度な経営課題についての深

い分析を可能とするための情報活用の手法の必要性が考えら

れる。 

そこで本研究では、サービス化やオープン化といったイノ

ベーション戦略について、情報技術を用いて企業行動に関わ

る情報を網羅的に収集し、企業戦略を定量的・客観的に分析・

評価しサービス・イノベーション・オープン・イノベーショ

ン実現への議論を深める。 

具体的な行動分析の方針は、企業行動の情報として企業公

式発表の 5 年分のプレスリリースを用い、その内容のキーワ

ードから企業のサービス行動やオープン行動の傾向を測定す

る。本研究では、サービス行動は顧客接点であるフロントサ

イドの業務、オープン行動は他社と提携した行動と定義し測

定を行う。また、成果指標の情報としては、営業利益を基に

した短期間の成果指標とブランド価値を基にした長期間の成

果指標を用いた。これらの行動指標と成果指標の関係を分析

する。 
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2.分析手法 

2.1 分析対象企業の選択 
本研究では分析企業として、第 2 次産業、第 3 次産業合わ

せて 83 社の企業を分析対象とした。サービス業では、小売・

卸産業から総合商社業界・コンビニ業界、旅行代理店業界、

広告代理店業界・人材派遣業界・出版業界、ソフトウェア業

界・移動通信業界・ネットサービス業界を分析した。製造業

では、電機業界（家電と総合に分類）、化学業界、繊維業界、

自動車業界、食品業界、石油精製業界、鉄鋼業界を分析した。

各業界において、2008 年の売上高が 5 位以内に入っている企

業を分析対象企業に選択した[7]。また、行動分析の結果、行

動にカウントされたデータの数が5年間で50に満たない企業

は、基データとなるプレスリリースの情報量が少量すぎる恐

れが多分に考えられるので、分析の対象からは除外した。ま

た、ブランド指標のデータが入手出来なかった企業も分析か

ら除外した。結果、分析対象企業数は、製造業が 24 社、サー

ビス業が 26 社、の合計 50 社であった。また、ブランド価値

の分析について、サービス業の 4 社の情報が入手出来なかっ

たため、サービス業は 22 社のデータで分析を行った。 
2.2 企業行動の分類 

今回の測定では企業行動を、2 つの軸で分類する。一つ目

の軸は、行動が自社単独の行動か他社と提携した行動で分類

し、前者をクローズ行動、後者をオープン行動にする。二つ

目の軸は、行動、内容が業務において顧客と直接的に関係す

るか間接的に関係するかで分類し、前者をフロント行動、後

者をバック行動とする。以上のように企業行動を 4 分類する

（図 1)。 

フロント・クローズ行動の例としては、自社単独で行う事

業や、自社単独でサービスを開始する等の行動が挙げられる。

フロント・オープン行動の例としては、他社と資本・業務な

どの提携や共同企画等の行動が挙げられる。バック・クロー

ズ行動の例としては、自社単独で行う研究開発行動やリサー

チ行動が挙げられる。バック・オープン行動の例としては、

他社との共同研究や産学連携の行動が挙げられる。 

 

 

 

 

図 1 企業行動の 4 分類 

 
 
2.3 企業行動の測定手法 
本研究では、2003 年 1 月から 2008 年 10 月までのプレス

リリースを企業行動のデータとして分析を行った。 

 行動の測定手法としては、当該行動の特徴を表すキーワー

ドを決定し、プレスリリースの本文内に含まれている場合、

当該行動としてカウントするという手法をとった。フロント、

バック行動のキーワードは、行動の主体・行動の対象・行動

の目的の 3 分類から選択した。オープン行動のキーワードは

他社との提携を表すと考えられる単語を選択した。また、全

ての行動を 4 分類にするため、オープン・クローズ行動のカ

ウントは、プレスリリースのデータの内、フロント、バック

オフィスのいずれかの行動にカウントされるデータのみにつ

いて行った。 

フロントオフィス行動のキーワード 

 （誰が）事業・業務（対象）サービス・商品（どうした）

提供 

バックオフィス行動のキーワード 

 （誰が）研究（対象）技術（どうした）開発・発明 

オープン行動のキーワード 

 （フロントオフィスの行動かバックオフィスの行動かに

分類された行動のみを対象に）提携・連携・共同・協同・

協業・合併・合意・株式取得・合弁・子会社・包括的・

受注・参加・（社名）と・と（社名） 

クローズ行動のカウント手法 

 （フロントオフィスの行動かバックオフィスの行動かに

分類された行動のみを対象に）オープン行動にカウント

されなかった行動をカウント 

以上のキーワードでプレスリリースの情報から行動を定量的

に分類した（図 2）。 

バック
クローズ行動

フロント
クローズ行動

バック
オープン行動

フロント
オープン行動

例)新規事業
新サービス開始

例)事業・業務提携
共同企画

例)自社研究開発
リサーチ活動

例)共同研究
産学連携活動
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図 2 プレスリリースからの行動分類例 

 

 
2.4 相関分析の手法 
行動と業績の相関分析を行うにあたり、行動の指標は、4

行動測定結果から、フロント行動の占める比率（フロント率）

とオープン行動の占める比率（オープン率）で表した数値を

用いる。各指標は以下の式で算出した。 

 フロント行動率=（フロント・クローズ行動+フロント・

オープン行動）/全行動 

 オープン行動率=（フロント・オープン行動+バック・オ

ープン行動）/全行動 

 業績成長の指標は、2003 年度から 2007 年度の各年度の 5

年間で営業利益額が前年の数値を超えた回数を用いる（最高

点 4 点）。ブランド価値成長の指標として、株式会社日経リサ

ーチのブランド戦略サーベイで用いられた PQ 総合ランキン

グの 5 年分のポイントにおいて前年の数値を超えた回数を用

いる（最高点 4 点）。 

以上の指標を用いて企業の行動（フロント行動・オープン行

動）と成果の関係（営業利益・ブランド価値）を分析する。 

 
3．分析結果 

3.1 行動分析結果 
産業全体の分析結果から、フロント行動率が 6 割を超え、

フロント行動がバック行動より多く（表 1）、他社との提携行

動率は 2 割程度で提携行動は自社単独行動より少ない傾向に

ある（表 2）事が示された（図 3）。 

 

 
Note:*.T<0.05 :有意差有り 

表 1 産業全体のフロント行動分析結果 
 

 
Note:*.T<0.05 :有意差有り 

表 2 産業全体のオープン行動分析結果 
 

図 3 全体の行動分析結果グラフ 

 
 

産業別の行動傾向（表 3）（図 4）を見てみると、サービス

業は製造業に比べて、フロント行動・オープン行動共に多い

傾向にある事が示された。 

 

 
Note:*.Ｔ<0.05 5％水準で有意 

表 3 産業別の行動分析結果 

 

 

 

 

 

 

提携/連携/協同/共同/協業/合弁/合意/
合併/株式取得/子会社/包括的/受注

参加/(社名)～と/と～ (社名)

オープン行動以外の行動をカウント

クローズ行動

オープン行動

研究(所)・技術
開発・発明

バック行動

事業・業務
サービス・商品提供

フロント行動

欧州携帯サービス大手事業者の伊ボンジョルノグループとの

（略）共同事業展開について 2006/1/27 三井物産

バック
クローズ行動

フロント
クローズ行動

バック
オープン行動

フロント
オープン行動

カウント例

キーワード

フロント行動 68%±20%
バック行動 32%±20%
t検定値
（フロント行動・バック行動）

*1.3966-13

オープン行動 20%±10%
クローズ行動 80%±10%
t検定値
（オープン行動・バック行動）

*2.4695-52

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

フロント率 オープン率

フロント率 オープン率

サービス業 83%±10% 23%±11％

製造業 51%±14% 17%±7％

t検定値
（製造業・サービス業）

*1.3644E-12 *0.03649
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図 4 産業別の行動分析結果グラフ 

 
Note:*.T<0.05 :有意差有り 

 
3.2 業績成長と各行動の相関分析結果 
産業毎に業績成長と行動の関係を分析した結果（表 4）、製

造業は、オープン行動率に負の相関が見られた事から、業績

成長を達成している製造業企業は他社との提携行動を多くと

っていない事が示された。一方、サービス業は、オープン行

動率に正の相関が見られた事から、業績成長を達成している

サービス業企業は他社との提携行動を多くとっている事が示

された。これらの結果から、産業によってオープン行動の効

果が異なる事が示された（図 5）。また、製造業、サービス業

共にフロント行動とは相関が見られなかった事から、業績成

長を達成している企業がフロント行動を重視しているかどう

かに関係が無い事が示された。 

 

 
Note:*.p<0.1:有意傾向, **.p<0.05:有意 

表 4 業績成長と行動の相関分析結果 
 

 

 

 

 

 

図 5 業績成長とオープン行動のプロット 

 
 

3.3 ブランド価値成長と各行動の相関分析結果 
産業毎にブランド成長と行動の関係を分析した結果（表 5）、

製造業は、フロント行動率に負の相関が見られた事から、ブ

ランド成長を達成している製造業企業は研究開発業務を多く

とっている事が示された。一方、サービス業は、フロント行

動に相関が見られなかった事から、ブランド価値成長を達成

しているサービス業企業とフロント業務・バック業務のどち

らを重視しているかに関係が無いことが示された。これらの

結果から、産業によってフロント行動の効果が異なる事が示

された（図 6）。また、製造業、サービス業共にオープン行動

とは相関が見られなかった事から、ブランド価値成長を達成

している企業がオープン行動を重視しているかどうかに関係

が無いことが示された。 

 

 

 
Note:*.p<0.1:有意傾向, **.p<0.05:有意 

表 5 ブランド成長と行動の相関分析結果 
 

 

 

 

 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

フロント率 オープン率

サービス業

製造業

フロント率 オープン率

Pearson の相関係数 -.336 * -0.404

有意確率 (両側) .108 .050

N（製造業） 24 24

Pearson の相関係数 .129 * 0.38

有意確率 (両側) .531 .053

N（サービス業） 26 26

y = 3.2395x + 2.2498
R² = 0.1473

y = ‐5.1757x + 3.5981
R² = 0.163
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線形 (サービス業)

線形 (製造業)

＊ 

＊ 

フロント率 オープン率

Pearson の相関係数 ** -.444 -.263

有意確率 (両側) .030 .215

N（製造業） 24 24

Pearson の相関係数 .101 -.109

有意確率 (両側) .654 .629

N（サービス業） 22 22



 
 

DEIM Forum 2009 D7-4 
 
図 6 ブランド成長とフロント行動のプロット 

 
 
4.考察 
行動分析の結果を見ると、産業全体としてバックサイドの

行動に比べてフロントサイドの行動が多い事や、製造業にお

いてもフロント行動が 50％を占めるという事から、各企業が

サービス業務を重視しており、経済のサービス化の進展が企

業行動からも理解できる。 

業績成長と行動の相関結果を見てみると、業績成長を達成

している製造業企業とサービス企業でオープン行動の傾向に

違いが見られたが、この原因として、サービスとプロダクツ

の特性の違いが考えられる。プロダクツと異なるサービスの

特性の一つとして、知（knowledge）を統合させて一つのシ

ステムにするという性質が議論されている[8]。知と知の融合

のしやすさという違いが影響して、製造業ではオープン化を

行いすぎると消化不良が生じる一方、サービス業ではオープ

ン行動を積極的に行う事で成果も出るという結果に結びつい

ていると考えられる。 

このような考察から、業績成長のために、製造業ではオー

プン化を積極的に進める戦略が有効でない一方、サービス企

業ではオープン化戦略が有効であると考えられる。 

ブランド成長と行動の相関結果を見てみると、製造業にお

いて高いブランド成長を達成している企業は研究開発業務を

多く行っている。よって、経済のサービス化が進む中におい

ても、製造業は顧客接点における業務を過度に行う事で逆に

ブランド価値を下げてしまう可能性が考えられる。この原因

として、モノとサービスの価値特性の違いが考えられる。サ

ービス価値は顧客と提供者の相互作用により生じると言われ

ている[9]が、モノの価値にはそうした価値よりも、購入者が

モノを使用して生じる。つまり、モノの場合はサービス的価

値よりも、実際に使用して感じる技術・機能やデザインの価

値を享受している時間の方が長いと考えられる。よって、顧

客接点における価値より消費の場でより長く大きな価値を提

供するために製品の技術・機能やデザインの研究開発を重視

している企業が結果として、長期的な価値成果であるブラン

ド価値の成長を達成していると考えられる。 

このような考察から、顧客接点の行為より、技術・機能や

デザインの価値を向上させる研究開発行動を重視する事が製

造業のブランド価値を成長させるために有効であると考えら

れる。 

以上の考察から、産業全体として顧客接点の業務が多くな

ってきているという傾向においても、製造業・サービス業、

短期的成果・長期的成果といった違いに応じてオープン化行

動、サービス化行動の効果が異なり、成長戦略を検討する上

では十分な注意が必要である事が示された。 

 

5.今後の展望 
本研究では、プレスリリースから企業の行動情報を抽出し

て企業戦略と業績・ブランド評価の関係を定量的に分析する

事でサービス・オープン戦略についての新しい知識が得られ

た。しかし、企業の行動以外にも戦略に影響する要因はある

と考えられる。今後の課題としては、企業の行動情報に加え

てそうした要因を特定し定量的に表し、戦略に関する情報を

網羅し分析を行う事が挙げられる。 

そうした課題を踏まえた上で今後の分析発展の方向性とし

ては、戦略に影響が大きいと考えられる企業の内部・外部に

ついての情報、さらに生活者の評価についての情報を定量的

に分析して行く方向性が考えられる。 

企業内部の情報分析としては、企業のビジネスモデルや、

企業の組織風土について分析し、それらを定量的に可視化し

ていく方向性が考えられる。例えば、事業の多角化状況や、

組織の情報化対応能力や組織 IQ[10]といったものを有価証券

報告書のテキスト情報や IT 利用度についての情報を基に定

量的に明らかにする方向性が挙げられよう。 

企業外部の情報分析としては、社会や産業全体の状況や、

その中での企業と企業の関係性といった企業を取り巻く環境

について分析していく方向性が考えられる。例えば、産業の

y = 0.5959x + 1.3163
R² = 0.0034

y = ‐2.2326x + 3.1641
R² = 0.1973
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成長・成熟・衰退状況や、また企業と企業が競合・敵対・友

好関係にあるといったことをweb上の情報等を基に定量的に

明らかにしていく方向性が考えられる。 

生活者の評価についての分析としては、個人のブログやニ

ュースといった情報を分析する事で、あるサービスや製品、

企業についての生活者視点の評価を明らかにしていく方向性

が考えられる。 

このように、本研究のアプローチを発展させる事で、業務

プロセスの統合や効率化についてだけでなく、企業のサービ

ス・オープンイノベーション戦略への情報技術の活用という

より高度な情報と経営のあり方が示されたと言える。また、

そうした情報と経営の融合から得られる成果のポテンシャル

は決して小さくないと考えられる。今後、本研究の分析を基

盤とし、情報学の知見を活かして戦略分析を行う事で、既存

の経営分析の定性的な情報に基づくしかなかった議論の限界

を超え、定量的、客観性の高い情報に基づいた議論が可能と

なり、イノベーション実現への新たな知見が得られるであろ

う。 
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